
認定経営革新等支援機関に本補助金に係る確認書を取得する

本事業のWebサイトより認定経営革新等支援機関による確認書をダウンロード

オンライン申請フォーム（jGrants）に提出する必要書類を添付

創業・事業承継・事業再編・事業統合等を契機として

経営革新等に取り組む中小企業者の皆様へ

事業承継・引継ぎ補助金（経営革新）に関する相談窓口

事業承継・引継ぎ補助金特設Webサイト

『事業承継・引継ぎ補助金事務局（経営革新）』

TEL：０３-６６２5-8046
※電話受付時間 ［ 10：00～12：00、13：00～17：00 （土・日・祝日を除く） ］

申請に必要な書類の準備
当てはまる交付申請類型に則って、必要書類を準備する

交付申請の流れ
「gBizIDプライム」アカウントの取得

電子申請システム「jGrants」の利用前に、「gBizIDプライム」アカウントを取得する（2～3週間程度）

「必要書類チェックリスト」で申請様式、必要書類に相違・不足ないか確認

オンライン申請フォーム（jGrants）に必要事項を記入

事業承継・引継ぎ補助金事務局

申請処理を行い、申請状況を確認

事業承継・
引継ぎ補助金

事業承継・
引継ぎ補助金
経営革新 のご案内

https://jsh.go.jp/r2h



事業承継・引継ぎ補助金
事業承継・引継ぎ補助金とは?

本補助金の交付申請を行うにあたっては、経済産業省が運営す
る補助金の電子申請システム「jGrants（Jグランツ）」を利用し
ます。 また、jGrantsの利用にあたっては、「gBizIDプライム」ア
カウントが必要となります。

本補助金は、従来の事業承継補助金及び経営資源引継ぎ補助
金が一体となった補助金であり、従来の事業承継補助金が本補
助金の事業承継・引継ぎ補助金（経営革新）に該当します。従来
の事業承継補助金は、経営者交代型とM&A型の2類型でしたが、
本補助金より、創業支援型が追加され、3類型となっています。

jGrants（補助金の電子申請システム）を
利用した電子申請が必要となります

創業支援型の補助金が
新設されます

本補助金は、従来の事業承継補助金及び経営資源引継ぎ補助金が一体となった補
助金であり、従来の経営資源引継ぎ補助金が本補助金の事業承継・引継ぎ補助金
（専門家活用）に該当します。従来の経営資源引継ぎ補助金では、買い手支援型、売り
手支援型ともに、経営資源の引継ぎを促すための支援と経営資源の引継ぎを実現さ
せるための支援の2種類があり、該当する種類に応じて申請類型が異なっていました。
本補助金の事業承継・引継ぎ補助金（専門家活用）では、経営資源の引継ぎを促すた
めの支援と実現させるための支援の区分が廃止され、申請類型が統一されました。

経営資源の引継ぎを促すための支援と
実現させるための支援の区分が廃止されます 事前着手が認められます

制度のポイント

［ （二次公募）2021年7月13日（火）～2021年8月13日（金）18：00 ］申請受付期間

補助事業期間（原則）
（経営革新等に取り組む）

補助金交付までの流れ（経営革新）

事務局の手続き

中小企業・
小規模事業者等の
皆様のお手続き

認定支援機関
への相談等 交付申請 事業化

状況報告等
補助対象
事業の実施 実績報告 補助金交付
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補助金交付

事業承継・引継ぎ補助金は、事業再編、事業統合を含む事業承継を契機として経営革新等を行う中小企業・
小規模事業者に対して、その取組に要する経費の一部を補助するとともに、事業再編、事業統合に伴う経営資
源の引継ぎに要する経費の一部を補助する事業を行うことにより、新陳代謝を加速し、我が国の経済の活性
化を図ることを目的とする補助金です。
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二次公募申請スケジュール（経営革新）

経営革新等に取り組む中小企業・
小規模事業者を類型に応じて支援

創業支援型
創業を契機として、引き継いだ経営資源を活用して
経営革新等に取り組む者であること。

条件01

産業競争力強化法に基づく認定市区町村又は認定連携創業支援事業者により
特定創業支援事業を受ける者等、一定の実績や知識等を有している者であること。

条件02

経営者交代型

事業承継を契機として、経営革新等に取り組む者であること。条件01

産業競争力強化法に基づく認定市区町村又は認定連携創業支援事業者により
特定創業支援事業を受ける者等、一定の実績や知識等を有している者であること。

条件02

地域の雇用をはじめ、地域経済全般を牽引する事業等創業を契機として、
引き継いだ経営資源を活用して経営革新等に取り組む者であること。

条件03

事業再編・事業統合等を契機として、経営革新等に取り組む者であること。条件01

産業競争力強化法に基づく認定市区町村又は認定連携創業支援事業者により
特定創業支援事業を受ける者等、一定の実績や知識等を有している者であること。

条件02

地域の雇用をはじめ、地域経済全般を牽引する事業等事業承継を契機として、
経営革新等に取り組む者であること。

条件03

M&A型
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※詳細は公募要領をご確認ください。

創業支援型

M&A型

経営者交代型 補助対象
経費の2/3
以内

人件費、外注費、
委託費、設備費、
謝金、旅費、
廃業費用等

（廃業登記費、在庫処分費、
解体費、原状回復費等）

※廃業費用を活用する
場合は 600万円以内

400万円以内

※廃業費用を活用する
場合は 1,000万円以内

800万円以内

対象となる経費 補助率類型 補助上限

12/31まで

本補助事業における補助事業期間は、交付決定日から最長で
2021年12月31日までです。ただし、経営革新、専門家活用それ
ぞれの公募要領が公開された日（二次公募の場合は7/2）から
交付決定までの間に補助対象経費に係る契約・発注を行ってい
る場合又は行う予定がある場合は、申請時に事前着手の届出
を申請し、事務局の承認を受けることで、事務局が認めた日を
補助対象事業の補助事業開始日とすることができます。

※1

※1

※1：一定の要件を満たさない場合には、補助率が2分の1以内、補助上限額が経営者交代型の場合は250万円以内、
M&A型の場合は500万円以内に変更となります。

〈経営革新〉


